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マラウイ月報（２０１７年８月） 

 

【内政】 

   マラウイ警察がジョイス・バンダへ逮捕状を発行 

マラウイ警察（Malawi Police Service）が元大統領ジョイス・バンダ氏に対し，公金横領の罪で逮

捕状を発行し，Red Noticeを国際警察に要請した（注：Red Notice とは最もレベルの高い警告で，

国際警察（International Police）のメンバー国すべてに犯罪人引き渡しを要請することができる）。

通常は逮捕状を公表することはないが，キャッシュゲート事件（注：公金横領事件）への高い国民

の関心を受けて，その慣例を警察が破ったとみれている。マラウイ警察は，担当部局の調査でバ

ンダ氏のキャッシュゲート事件への深い関わりを示す証拠を発見したと説明しているが，バンダ氏

のスポークスパーソンは逮捕状を受け取っていないと発表。 

バンダ氏は逮捕状を無効にするための訴えをブランタイヤの高等裁判所で起こした。バンダ氏

の弁護士と政府側の弁護士の双方から９月２０日に聞き取りが行われる予定。警察は未だ逮捕

状の写しをバンダ氏側に見せることを拒否しており，国際警察のリストにも名前は挙がっていない。

（８月１日 デイリータイムズ紙１，３面，ネーション紙１～４面，デイリータイムズ紙１，３面 ネーシ

ョン紙１，２面，８月９日 デイリータイムズ紙１，３面，８月２９日 デイリータイムズ紙１，３面，ネー

ション紙１～３面） 

 

・    公的機関が与党 DPPへ公金を寄付 

大統領官邸で開催された民主進歩党（DPP）のブルーナイト（注：党への寄付金を集めるための

パーティー）において，ブランタイヤ市議会，ムズズ市議会，リロングウェ水公社等の公的機関か

ら合計１３５０万クワチャの寄付金が贈られた。マラウイ法律協会（Malawi Law Society）や市民社

会団体らがこれを批判し，Youth and Society，Centre for Human Rights and Rehabilitation等５つ

の市民社会団体はDPPを裁判所に訴える準備をしていると明かした。DPPに対してもその旨を正

式に通報し，税金の乱用であるため献金された公的資金を返金し，７日以内に国民への説明を行

うよう求めた。     

主な出来事 

【内政】  

● マラウイ警察がジョイス・バンダへ逮捕状を発行 

● 公的機関が与党 DPPへ公金を寄付 

【経済・開発協力】 

● ２０１７年の葉タバコ取引終了 

● ナカラ回廊鉄道マラウイ区間開所式の開催 

● 日本政府奨学生及び ABEイニシアティブ研修員の壮行レセプション開催 

● 中国へ１１６名のマラウイ人が留学 
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DPP は公的機関は強制されて公的資金を DPP に寄付したわけではないとして，その批判を退

けたが，対話を行うことを提案し，５つの市民社会団体はそれに合意した。対話は３１日に開催さ

れる予定。（８月１５日 ネーション紙１～３面，８月１６日デイリータイムズ紙１，３面，８月１８日デ

イリータイムズ紙１，３面 ネーション紙３，４面，８月２５日ネーション紙４面，８月３０日ネーション

紙４面） 

 

・    裁判所スタッフのストライキ 

昨年 7 月に議会で裁判官へ住宅手当が支払われるという決定を受け，裁判所のスタッフ（通訳，

運転手，事務員等）がそれと同様の待遇を政府要求した。最後通牒に記した２１日間の期間を経

ても，政府が動かなかったため，７月３１日よりストライキを開始。 

警察が裁判所に侵入しストライキは違法であるため中止するよう圧力をかけたことに対し野党

マラウイ議会党（MCP）党首のチャクウェラ氏が批判した。政府はこのストライキを違法だとし，業

務を再開するよう求める公式声明を発表している。裁判長のニレンダ氏も業務を再開するよう求

め、司法スタッフを代表し政府と面会するチームを作ることを伝えている。 

ストライキの影響で４８時間以上正式な逮捕状なしに拘束され続けている状況に対し，マラウイ

法律協会（Malawi Law Society）及び人権・教育指導・援助センターは政府に対し容疑者から訴え

られる可能性があると指摘した。また，裁判が機能していない状態自体が憲法で規定されている

裁判を受ける権利を否定しているとも指摘した。 

裁判所スタッフは国際労働機関（ILO）とマラウイ貿易連合議会（MCTU）に公式な不服申し立て

を行いたいと表明したが，政府及び裁判所スタッフ双方が合意して選出した調停者 Modecai 

Msisha からの勧告を待って，次の手を打つ予定。（８月８日 デイリータイムズ紙３面，ネーション

紙３面，８月２２日 デイリータイムズ紙１，３面 ネーション紙１～４面，８月２２日デイリータイムズ

紙４面、８月２５日 デイリータイムズ紙４面，８月２８日 デイリータイムズ紙２面） 

 

・    元 MCP事務局長による新党形成 

元マラウイ議会党（MCP）事務局長のクリス・ダザ氏が Democratic People’s Congress 

(Depco)という新党を形成した。来月に党大会を開き，党幹部を選出する予定（注：ダザ氏は２

０１４年総選挙前の党大会にて MCP の事務局長のポストを失ってから人民党（PP）に移籍し

た）。（８月２日 ネーション紙７面） 

 

・    マラウイ大学の分離 

 ムタリカ大統領がマラウイ大学の分離（注：４つの構成大学が独立した大学になる）につき

承諾したことから，タスクフォースが編成され，今後の方針について話し合われる予定。ただ

し，政府の広報官であるダウシ情報・通信技術大臣はまだ政府として公表した話ではないとコ

メントしている。 

 各構成大学に副学長と経営陣を配置するのはコストがかかると分離に慎重な意見もある一
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方で，分離推進派はマラウイ大学の規模は非常に大きく，１つの経営陣だけでは効果的な運

営ができないと主張している。（８月１０日 デイリータイムズ紙３面，ネーション紙３面） 

 

・    補欠選挙が１０月１７日に開催予定 

２４日，マラウイ選挙委員会は，１０月１７日に行われる補欠選挙のため，新たな選挙人登録及

び選挙人名簿の点検を２８日まで行うと発表した。９月８日に候補者は推薦状を提出することにな

っているため，事前検査のため前日の７日までには提出を促されている。国会議員補欠選挙はリ

ロングウェ・ムソジ北，リロングウェ市南東，ンサンジェ・ラランジェにて行われ，地方議会選挙はデ

ッザ北選挙区，リロングウェ市西選挙区，ブランタイヤマラバダ選挙区にて行われる。（８月２４日

ネーション紙３面） 

 

・    変革同盟の会議開催場所が突如変更へ 

政治圧力団体である変革同盟（Transformation Alliance）はマラウイ大学医学部にて１８日に初

の全国規模の会議を開催予定であったが，大学側が土壇場で会議の目的が明白でないことを理

由に会場の使用を拒否。予約及び会場使用費の支払いも完了していたため，この拒否について

裏には政治的な理由があると変革同盟側は批判している。メイズゲート事件に関し政府批判を主

導していたザンビアの野党，United Progressive Peopleの代表であるチシンバ氏も参加予定であ

った。 

カトリック教会のブランタイヤ教区が代わりに会場を提供することになり，６００人が参加予定と

なった。しかし、マラウイ政府が移民局と全国諜報局に対し南アの政党 Economic Freedom 

Fighters (EFF) partyの マレンバ氏及びチシンバ氏の入国を禁止する命令を出した。後者はこれ

により，会議には参加することができなくなった。チウミア内務・国内保安大臣は政府は入国禁止

命令を出していないと否定している。（８月２１日 デイリータイムズ紙１，３面 ネーション紙４面，８

月２３日 デイリータイムズ紙３面，８月２５日 デイリータイムズ紙１，３面) 

 

【経済・開発協力】 

   ２０１７年の葉タバコ取引終了 

１１日，北部ムズズのオークション会場での取引が終了し，２０１７年の全ての葉タバコ取引が

終了した。例年２４週間にわたり取引が行われるが，今年は取引量が減少したため，１８週間で終

了した。２０１７年の総取引額は２億１，２４０万米ドル（総取引量は１億６５０万キログラム）で昨年

の２億７，６４０万米ドル（総取引量は１億９，５１０万キログラム）を約２３％下回った。但し，今年の

１キログラムあたりの平均取引価格は２米ドルとなり，昨年比２７％増となった。ルカ・マラウイ・タ

バコ統制委員会（ＴＣＣ）総裁代行は，今年は供給過剰を避けることで取引価格が改善されたと述

べ，ムチンジ県，ドーワ県，ンチシ県等では葉タバコ生産の正確な農地面積を把握するためのマ

ッピングを実施済みである旨言及した。（８月１１日，ネーション紙ビジネス１４面，８月１５日，デイ

リータイムズ紙ビジネス１２面，８月１９日，ウィークエンドネーション紙１０面，８月３１日，デイリー
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タイムズ紙ビジネス９面） 

 

 インフレ率が１０．２％に下方修正 

国家統計局は，７月の対前年同月比インフレ率は１０．２％となり，同年前月より１．１％抑制し

た旨発表した。食糧が十分に確保できていることから，食糧インフレ率は前月の９．３％から７．

４％に減少し，非食糧インフレ率は前月の１３．２％から１２．７％に若干減少した。都市におけるイ

ンフレ率は９．８％，農村地域におけるインフレ率は１１．０％。（８月１６日，デイリータイムズ紙ビ

ジネス２面）    

 

 ＩＭＦ対マラウイ拡大信用ファシリティプログラムに係る関係者会合の開催 

２８日から２日間の日程で，２０１２年７月から２０１７年６月にかけて実施されたＩＭＦ対マラ

ウイ拡大信用ファシリティ（ＥＣＦ）プログラムに係るレビュー及び次期ＥＣＦの実施に向けた関

係者会合がＩＭＦ及びマラウイ政府の共催で開催された。２０１２年から実施されたＥＣＦは，洪

水，干ばつ，公金横領事件の発生によるドナーの一般財政支援の停止等の課題に直面した

結果，マクロ経済指標の定量的目標値を達成することができず，３回の延長手続きが行われ

た。同プログラムを通じて，インフレ率の抑制及び外貨準備高の確保を達成し，マクロ経済の

安定化を図ることができた。金融包摂については，２００８年には人口の５５％が排除されて

いたのに対し，２０１４年にはが４６％に若干低下した。他方，公共財政管理体制は依然とし

て弱く，また経済成長率は予測を下回り，世界及びサブサハラアフリカの脆弱国家の平均も

下回った。ウィリアムズＩＭＦミッション団長は，国家の成長を促すためには未整備のインフラ

や教育・医療サービスの欠如といった課題を解決する必要があると述べた。ゴンドウェ財務・

経済計画・開発大臣は，高金利，高いインフレ率，不安定な為替といった条件では成長でき

ないため，成長のためのマクロ経済の安定化を図る必要があるが，まずは，輸出を拡大し十

分な外貨を獲得する方法を模索すると述べた。マラウイ政府及びＩＭＦは次期ＥＣＦでは，経済

レジリエンスの構築，公共財政管理改革の継続的な実施に注力する旨合意しており，現在双

方によって準備が進められているが，現時点で実施は未定である。カチャンバ・マラウイ・カト

リック大学経済学部長は，マラウイは借款による財政支援を受けなくても成長を遂げるポテン

シャルがあり，ECFによる効果は限定的で，財政の重荷になるだけであると批判の立場を示し

ている。（８月２９日，ネーション紙ナショナル１～３面，デイリータイムズ紙ナショナル３面，８月３０

日，ネーション紙ナショナル１～３面，デイリータイムズ紙３面，８月３１日，デイリータイムズ紙ビジ

ネス面）   
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 ナカラ回廊鉄道マラウイ区間開所式の開催 

１８日，ナカラ回廊鉄道マラウイ区間（カチャソ～ンカヤ間）開所式典がネノ県ムクウィンダ

地区キャンプサイトで開催された。マラウイからはムハンゴ運輸・公共事業大臣出席し，モザ

ンビークからはメスキータ運輸通信大臣が出席した。同事業は，ブラジルのヴァーレー社，モ

ザンビーク港湾鉄道公社（ＣＦＭ），三井物産によって，モザンビーク・テテ州のモアティーゼ炭

鉱とナカラ港を結ぶ９１２キロの区間の鉄道が建設された。マラウイにとっては，ナカラ回廊は

海に抜ける最短のルートである。ムハンゴ大臣は，マラウイの運輸政策においては，競争力

を強化し，財務的に持続可能で，環境にも配慮した運輸システムの構築を目指しているとし，

政府は鉄道インフラの維持管理を行っていくと強調した。トレス・ナカラ回廊ロジスティックス社

会長は，マラウイは本鉄道を利用して，タバコ，砂糖，キマメ，茶等，現在年間１０万トンの輸

出を行っているが，今後，輸出量は３倍に増加することが期待されると述べ，費用対効果の

高い輸送サービスを通じて地元経済の成長の促進に役立てていただきたいと述べた。メスキ

ータ運輸通信大臣は，二国間はナカラ回廊地域の経済活動の活性化を通じて，経済状況を

強化させる立場にあると述べた。（８月１６日，デイリータイムズ紙ビジネス３面，８月２０日，ネー

ション紙ナショナル４面，８月２１日，ネーション紙ビジネス１３，１４面，デイリータイムズ紙ビジネス

１２面）   

 

 アフリカ輸出入銀行からの資金協力への期待 

１日，ヨハネスブルグでＳＡＤＣ産業ウィークが開催され，アフリカ輸出入銀行は，ＳＡＤＣの

域内貿易を拡大させるために，農産品加工及び軽工業を促進させるとして，マラウイを含む

アフリカ諸国へ資金協力を行う旨発表した。アフリカ輸出入銀行のザナムウェ・アフリカ域内

貿易イニシアティブ・シニアマネージャーは，国際市場へのアフリカからの輸出については，

原料の輸出を軽減させ，その代わりに付加価値化商品の輸出を伸ばすことで，歳入を増加さ

せ，さらに雇用創出にも貢献することが期待されると述べた。カフェラパンジラ・マラウイ商工

会議所会頭は，アフリカ輸出入銀行の産業化イニシアティブを実施するために，民間セクター

を集結させると述べ，マラウイ政府が実施している職業訓練への取り組みと連携を図っていく

ことも視野に入れると述べた。（８月４日，ネーション紙ビジネス１３，１４面）   

 

 マラウイ脆弱性評価委員会（ＭＶＡＣ）の結果 

財務省がマラウイ脆弱性評価委員会（ＭＶＡＣ）を通じて，６月２６日から８月４日にかけて

実施した２０１７年度における食糧安全保障アセスメントの結果に関するプレスリリースが発

出された。同アセスメントによると，全人口１７，３７３，１８５人の５％にあたる８３６，７６６人が
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食糧援助を必要とする。食糧援助に必要なメイズは約２２，３８７トン（４５億クワチャ相当）と予

測。援助を必要とする地域は南部のバラカ，ブランタイヤ，チクワワ，チラズル，マチンガ，ム

ランジェ，ムワンザ，ネノ，ンサンジェ，パロンベ，チョロ，ゾンバの１２県。（８月２９日，デイリー

タイムズ紙２１面）   

 

・  日本政府奨学生及び ABEイニシアティブ研修員の壮行レセプションを開催 

 １９日，２０１７年度国費留学生及び ABE イニシアティブ研修員（第４バッチ）計２０名の壮行

レセプションを公邸で開催。ムサカ教育・科学技術大臣を主賓に迎え，マラウイを訪問中の逢

沢一郎衆議院議員，バンダ駐日マラウイ大使，外務・国際協力省次官，教育・科学技術省職

員，元国費留学生及び元 JICA研修生等，日本と関係の深いマラウイ人が多く出席した。 

 柳沢大使はスピーチで，人材開発は国の発展の基礎であり，日本は教育分野に注力してき

たことに触れつつ，留学生・研修員に対して，様々な困難に直面するだろうが，楽しみながら

視野を広げて，帰国後はマラウイに変革をもたらす重要な人材として活躍することを期待する

と述べた。 

 ムサカ大臣はスピーチで，日本の長年の教育分野における支援に感謝するとともに，マラ

ウイ人としての誇りを常に忘れず，日本で頑張ってほしいと激励。マラウイの教員が日本で教

授法や学校運営について学ぶことはきわめて有益であり，帰国後の活躍に期待すると述べ

た。 

 

・ 中国へ１１６名のマラウイ人が留学 

２５日，２０１７年度中国政府奨学生のための壮行会が，中国の王駐マラウイ大使とムサカ

教育・科学技術大臣出席のもと開催された。合計１１６名のマラウイ人が中国で学士，修士，

博士課程で勉学を行う予定。王駐マラウイ大使はスピーチで，今後も引き続き奨学生を輩出

していくことを約束すると述べ，中国が貧困国から今日の状況にまで発展したのは教育を重

視したからであり，そのことがマラウイの社会・経済開発の支援に直結していると，中国のマ

ラウイの教育分野への貢献を強調した。ムサカ教育・科学技術大臣はスピーチで，近年にお

いてこのような大人数を奨学生として派遣してくれた国は中国以外いないと述べ，中国政府

への感謝を述べた。なお，中国との国交を成立させた２００７年から，約６００名のマラウイ人

が中国へ留学生として派遣されている。（８月２８日 デイリータイムズ紙４面，ネーション紙７

面） 


